
（万円）

●いずれも工事契約後の申請はできません。

「住まいの耐震化」を進めましょう　　　　　　　■問（市）建築住宅課　建築係

空き家などの実態調査　　　　　　　　　■問（市）生活環境課　環境政策・消費者行政係

住宅簡易耐震診断

住宅簡易耐震診断で「危険」「やや危険」と診断された場合

住宅耐震改修工事費補助 住宅建替工事費補助

　阪神・淡路大震災では家屋の倒壊・家具の転倒などにより多くの尊い命が犠牲となりました。
いつ大きな地震が起きても大丈夫なように、耐震化により住宅を補強しておきましょう。

市から耐震診断員（建築士）を派遣し、住宅の耐震性を診断します。
　対象住宅　昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅
　　　　　　（プレハブ住宅は対象外）
　募集期限　１２月２８日（金）
　募 集 数　先着２０件
　費　　用　無料
　応募方法　事前に問い合わせてください。

住宅簡易耐震診断を受け、耐震改修をする方に、工事費用の一部を補助します。

　少子高齢化や経済情勢などの変化により、空き家が増加しています。市では、市内の空き家などの実態
を把握するため、調査を実施します。
　調査結果は、空家等対策計画策定のための基礎資料とします。調査へのご理解とご協力をお願いします。
●この調査は、課税のためのものではありません。

　調査範囲　市内全域（公営住宅は対象外）
　調査期間　６月～８月末を予定（調査は日中のみ）
　委託業者　株式会社ゼンリン
　調査方法
　・調査は市の委託した事業者の調査員が実施します。
　・敷地に入ることはありません（外観調査）。

・調査員は市発行の調査員証を
　携帯し、腕章・名札を着用し
　ています（右図：調査員のイ
　メージ）。不審に思われた時は、
　調査員証の提示を求めてくだ
　さい。

　対 象 者
　市内に対象となる住宅を所有し、所得が１，２００万
　円以下の方
　対象住宅（以下の全てを満たす住宅）
　・耐震診断で「危険」「やや危険」と診断された住宅
　・兵庫県住宅再建共済制度に加入している、ま
　　たは加入する住宅
　・違反建築物でない住宅
　募集期限　１２月２８日（金）
　募 集 数　先着５件
　対象費用
　・地震に対する安全性を確保するための耐力壁の
　　設置、屋根の軽量化、基礎や床面の補強に要す
　　る費用
　・耐震改修を行う室の内装工事に要する費用
　　（家具工事、設備工事除く）
　補 助 額
　・戸建住宅

　・共同住宅　補助率１／２（限度額４０万円／戸）

　対 象 者
　対象となる住宅を建て替えようとする方で、
　所得が１，２００万円以下の方
　対象住宅
　住宅耐震改修工事費補助とぼぼ同じ（一
　部要件が異なります。詳細は問い合わせ
　てください。）
　募集期限　９月２８日（金）
　募 集 数　先着５件
　対象費用
　対象となる住宅の現地建て替えに要する
　費用（除却費を含む）
　補 助 額　１００万円（定額）

振動実験結果　
出典：国立研究開発法人防災科学技術研究所
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